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  2.1  先行研究が明らかにしたこと 
 
製品開発とは，企業が新しいデザイン・構造・技術などを盛り込んだ製品を市場投
入するための準備作業のことである（藤本 2001; 2002） ．製品開発をめぐっては，効果
的な製品開発組織のあり方（プロセス，構造，能力，ルーチンなど）に関する研究や
開発組織と開発成果との間の関係についての一連の実証研究がある． 







発に関わる組織能力を測定する試みは行われてきた（Clark and Fujimoto 1991; 藤本・
延岡 2006） ．しかしながら，組織能力を産業横断的に測定しようとする試みは十分に




るのが，製品アーキテクチャ論である（Ulrich 1995; Baldwin and Clark 2000; 青島・武3 
 
石 2001; 藤本 2001） ．また，製品アーキテクチャのタイプ（インテグラル（擦り合わ
せ）型かモジュラー（組み合わせ）型か）とそれに適した組織のあり方（部門間調整
や企業間での分業形態）との間には，ある一定の適合関係が存在していることも示さ
れてきた（Langlois and Robertson 1992; Baldwin and Clark 2000; Sanchez and Mahoney 
1996; Fine 1998;  青島・武石 2001; 藤本 2001; 楠木･チェスブロウ 2001） ．  
  製品アーキテクチャは，一般的にはインテグラル型からモジュラー型へとシフトす
る（Baldwin and Clark 2000）が，逆にモジュラー型からインテグラル型へとシフトす
る場合もあるというように，時間の経過とともに動態的に変化していくと考えられて
いる（Fine 1998） ．こうした製品アーキテクチャの変化を引き起こす主な要因として，




























製品開発の重要度が高まった 1990 年代以降になってはじめて増えたといってよい． 
  まず，エンジニアのキャリアと異動について，今野（1997）は，企業内の技術者は
                                                 



























2008） ． また中国では近年エンジニアの数は飛躍的に増大し， 日本を抜いてアメリカと
並ぶ世界最大規模となっており（大原 2009） ，人材確保のために給与改善やリテンシ






   

























































































































がある．この点で韓国の KB 社には学ぶべきものがあると思われる． 
 










































味において，KC 社と CC 社は個人成果が給与だけでなく，昇格および退社勧告に反
映される．JC 社でも個人成果の給与への反映はあるが，比率は大きくない． 




  3.4  何がわかったか 
 




























  日本における調査対象は，製造業とソフトウェア業に属する従業員数 185 名以上の
民間企業である（全数） ．調査区域は全国で，サンプルフレームとしては，東京商工リ
サーチの企業情報データベースを利用した．調査方法は郵送法で，調査期間は 2010
年3月1日から 3月12 日までであった．回収状況は表 4.A の通りである
2．  
                                                 
















作為抽出） ． 調査方法は， 企業調査を専門とする調査員訪問面接法で， 調査期間は 2010
年8月14 日から 10 月15 日までであった．回収状況は表 4.C の通りである
5．  
 
  4.2  仮説１  企業は経営資源や製品市場などの環境条件に応じて製品アーキテク
チャを戦略的に選択する． 










機能との部品との関係が相対的に単純であり （モジュラー型） ， この工数が高ければ機
能との部品との関係が相対的に複雑である （インテグラル型） と判断することにした．
より具体的には，分布を 25 パーセンタイルで４区分し，第１～２・４分位が「モジュ
                                                                                                                                               





3  サンプルフレームとして用いた「事業体基礎統計」が 2008 年版であるため，その後の雇用変動の
ために，製造業企業でも結果的に 300 名未満の企業が含まれた． 
















ャの場合と同様に，25 パーセンタイル基準で４区分し， 「オープン寄り」 ， 「クローズ
寄り」を区別した． 
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300名未満 1,345 50 3.7%
300～499名 882 24 2.7%
500～999名 666 18 2.7%
1,000名以上 611 12 2.0%
製造業 3,115 89 2.9%
うち機械系 1,353 44 3.3%
うち機械系以外 1,762 45 2.6%
ソフトウェア業 389 15 3.9%
(注) 1.サンプルフレームは東京商工リサーチ企業情報データベースである.




300名未満 69 38 55.1%
300～499名 354 34 9.6%
500～999名 194 40 20.6%
1,000名以上 121 28 23.1%
業種別 製造業 656 121 18.4%
情報通信業 82 19 23.2%
(注) 1.サンプルフレームは「事業体基礎統計」(2008年)である.
  　 2.従業員数は，製造業300名以上，情報通信業150名以上の企業に限定した.
C.中国
地域 業種 母集団数 ランダム抽出数回収標本数 回収率
製造業 5,558 487 35 0.6%
ソフトウェア業 188 57 5 2.7%
製造業 9,792 403 30 0.3%
ソフトウェア業 206 132 10 4.9%
製造業 27,481 528 35 0.1%
ソフトウェア業 117 52 5 4.3%
製造業 17,215 341 30 0.2%
ソフトウェア業 9 0 0 0.0%
(注) 1.サンプルフレームは，『中国企業年鑑データ版』(上海)，および国家工商
       行政管理総局企業リスト(北京,広州，深圳)である.　   　















日本 75 (100%) 50.7 49.3 41.5
韓国 132 (100%) 50.0 50.0 47.6
中国 150 (100%) 57.3 42.7 43.1
(注) 数字は，主力製品または情報システムの開発において，要求機能
　   を実現するために「キー･コンポーネント」の設計パラメーターを






日本 68 (100%) 50.0 50.0 46.7
韓国 131 (100%) 57.3 42.7 54.6
中国 150 (100%) 52.0 48.0 44.4
(注) 数字は，主力製品または情報システムの「キー･コンポーネント」
     と他の構成要素とをつなぐ「インターフェース(接続部分)」の規格
     のうち，自社専用規格の占める割合を意味する． 
回答件数
回答件数表6 インラグラル寄り･モジュラー寄り製品アーキテクチャの規定要因(日本)
第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
75 (100%) 32.0 18.7 30.7 18.7 41.5
300名未満 35 (100%) 34.3 11.4 37.1 17.1 41.9
300～499名 16 (100%) 43.8 18.8 18.8 18.8 36.9
500～999名 16 (100%) 18.8 25.0 37.5 18.8 43.4
1,000名以上 8 (100%) 25.0 37.5 12.5 25.0 45.6
製造業 64 (100%) 31.3 17.2 31.3 20.3 42.4
うち機械系 33 (100%) 27.3 24.2 21.2 27.3 43.5
うち機械系以外 31 (100%) 35.5  9.7 41.9 12.9 41.3
ソフトウェア業 11 (100%) 36.4 27.3 27.3  9.1 36.4
注文生産(受託開発含む) 53 (100%) 26.4 24.5 28.3 20.8 42.7
見込み生産 22 (100%) 45.5  4.5 36.4 13.6 38.6
10億円未満 27 (100%) 37.0 18.5 29.6 14.8 39.4
10億円以上30億円未満 13 (100%) 61.5  7.7 23.1  7.7 28.5
30億円以上100億円未満 14 (100%)  7.1 42.9 21.4 28.6 47.5
100億円以上 16 (100%) 25.0 12.5 37.5 25.0 48.4
1960年以前 16 (100%) 25.0 18.8 25.0 31.3 46.9
1961～1980年 16 (100%) 43.8 25.0 18.8 12.5 32.2
1981～2000年 17 (100%) 47.1 11.8 23.5 17.6 37.6
2001年以降 23 (100%) 17.4 21.7 47.8 13.0 46.1
オープン寄り(第1～2･4分位) 33 (100%) 27.3 24.2 30.3 18.2 44.7
クローズ寄り(第3～4･4分位) 34 (100%) 32.4 17.6 32.4 17.6 40.4
機能部門型 36 (100%) 36.1 11.1 27.8 25.0 43.9
機能部門内プロジェクト型 25 (100%) 36.0 32.0 28.0  4.0 32.8














第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
132 (100%) 27.3 22.7 27.3 22.7 47.6
300名未満 36 (100%) 27.8 25.0 27.8 19.4 47.2
300～499名 32 (100%) 25.0 18.8 31.3 25.0 48.9
500～999名 39 (100%) 25.6 28.2 20.5 25.6 47.7
1,000名以上 25 (100%) 32.0 16.0 32.0 20.0 46.2
製造業 114 (100%) 27.2 22.8 28.1 21.9 47.5
うち機械系 72 (100%) 23.6 26.4 25.0 25.0 49.2
うち機械系以外 42 (100%) 33.3 16.7 33.3 16.7 44.7
ソフトウェア業 18 (100%) 27.8 22.2 22.2 27.8 48.1
注文生産(受託開発含む) 88 (100%) 20.5 26.1 28.4 25.0 50.1
見込み生産 44 (100%) 40.9 15.9 25.0 18.2 42.6
100億ウォン未満 15 (100%) 33.3 33.3 13.3 20.0 41.2
100億ウォン以上300億ウォン未満 13 (100%) 30.8 38.5 15.4 15.4 38.6
300億ウォン以上1000億ウォン未満 31 (100%) 25.8 16.1 29.0 29.0 51.0
1000億ウォン以上 62 (100%) 24.2 17.7 35.5 22.6 51.5
1960年以前 4 (100%) 25.0 25.0 25.0 25.0 53.8
1961～1980年 30 (100%) 26.7 20.0 26.7 26.7 49.7
1981～2000年 58 (100%) 32.8 22.4 25.9 19.0 44.4
2001年以降 33 (100%) 21.2 24.2 27.3 27.3 50.6
オープン寄り(第1～2･4分位) 74 (100%) 32.4 25.7 27.0 14.9 42.0
クローズ寄り(第3～4･4分位) 53 (100%) 22.6 15.1 28.3 34.0 55.0
機能部門型 68 (100%) 29.4 26.5 22.1 22.1 44.9
機能部門内プロジェクト型 47 (100%) 23.4 17.0 36.2 23.4 51.8












回答件数 モジュラー寄り インテグラル寄り 平均表8 インラグラル寄り･モジュラー寄り製品アーキテクチャの規定要因(中国)
第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
150 (100%) 32.7 24.7 18.7 24.0 43.1
300名未満 11 (100%) 36.4 63.6  0.0  0.0 33.2
300～499名 99 (100%) 28.3 21.2 22.2 28.3 44.7
500～999名 25 (100%) 48.0 24.0  8.0 20.0 41.0
1,000名以上 15 (100%) 33.3 20.0 26.7 20.0 43.7
製造業 130 (100%) 33.1 22.3 20.0 24.6 43.2
うち機械系 31 (100%) 32.3 25.8 29.0 12.9 41.3
うち機械系以外 99 (100%) 33.3 21.2 17.2 28.3 43.8
ソフトウェア業 20 (100%) 30.0 40.0 10.0 20.0 43.0
注文生産(受託開発含む) 91 (100%) 37.4 26.4 12.1 24.2 41.5
見込み生産 59 (100%) 25.4 22.0 28.8 23.7 45.6
500万元未満 26 (100%) 53.8 26.9 11.5  7.7 33.8
500万元以上1000万元未満 47 (100%) 34.0 17.0 19.1 29.8 44.0
1000万元以上2000万元未満 24 (100%) 29.2 29.2 20.8 20.8 43.0
2000万元以上5000万元未満 31 (100%) 29.0 25.8 16.1 29.0 46.0
5000万元以上 22 (100%) 13.6 31.8 27.3 27.3 48.4
1999年以前 25 (100%) 12.0 16.0 32.0 40.0 54.0
2000～2002年 31 (100%) 25.8 41.9  9.7 22.6 43.1
2003～2005年 59 (100%) 45.8 10.2 22.0 22.0 40.9
2006年以降 35 (100%) 31.4 40.0 11.4 17.1 39.1
オープン寄り(第1～2･4分位) 78 (100%) 41.0 32.1 14.1 12.8 37.4
クローズ寄り(第3～4･4分位) 72 (100%) 23.6 16.7 23.6 36.1 49.3
機能部門型 116 (100%) 37.1 24.1 20.7 18.1 41.1
機能部門内プロジェクト型 28 (100%) 17.9 28.6 10.7 42.9 50.0

































































88 (100%) 50.0 34.1 15.9
300名未満 38 (100%) 44.7 39.5 15.8
300～499名 22 (100%) 63.6 31.8  4.5
500～999名 16 (100%) 43.8 25.0 31.3
1,000名以上 12 (100%) 50.0 33.3 16.7
製造業 74 (100%) 51.4 29.7 18.9
うち機械系 38 (100%) 47.4 26.3 26.3
うち機械系以外 36 (100%) 55.6 33.3 11.1
ソフトウェア業 14 (100%) 42.9 57.1  0.0
注文生産(受託開発含む) 62 (100%) 46.8 35.5 17.7
見込み生産 23 (100%) 60.9 26.1 13.0
モジュラー寄り(第1～2･4分位) 37 (100%) 45.9 45.9  8.1
インテグラル寄り(第3～4･4分位) 35 (100%) 54.3 22.9 22.9
オープン寄り(第1～2･4分位) 33 (100%) 39.4 36.4 24.2















140 (100%) 51.4 36.4 12.1
300名未満 38 (100%) 50.0 36.8 13.2
300～499名 34 (100%) 47.1 50.0  2.9
500～999名 40 (100%) 57.5 27.5 15.0
1,000名以上 28 (100%) 50.0 32.1 17.9
製造業 121 (100%) 52.9 35.5 11.6
うち機械系 73 (100%) 49.3 38.4 12.3
うち機械系以外 48 (100%) 58.3 31.3 10.4
ソフトウェア業 19 (100%) 42.1 42.1 15.8
注文生産(受託開発含む) 92 (100%) 52.2 38.0 9.8
見込み生産 48 (100%) 50.0 33.3 16.7
モジュラー寄り(第1～2･4分位) 66 (100%) 57.6 28.8 13.6
インテグラル寄り(第3～4･4分位) 66 (100%) 45.5 42.4 12.1
オープン寄り(第1～2･4分位) 75 (100%) 53.3 30.7 16.0















150 (100%) 77.3 18.7 4.0
300名未満 11 (100%) 63.6 36.4 0.0
300～499名 99 (100%) 76.8 19.2 4.0
500～999名 25 (100%) 92.0  4.0 4.0
1,000名以上 15 (100%) 66.7 26.7 6.7
製造業 130 (100%) 79.2 16.2 4.6
うち機械系 31 (100%) 74.2 19.4 6.5
うち機械系以外 99 (100%) 80.8 15.2 4.0
ソフトウェア業 20 (100%) 65.0 35.0 0.0
注文生産(受託開発含む) 91 (100%) 72.5 20.9 6.6
見込み生産 59 (100%) 84.7 15.3 0.0
モジュラー寄り(第1～2･4分位) 86 (100%) 82.6 15.1 2.3
インテグラル寄り(第3～4･4分位) 64 (100%) 70.3 23.4 6.3
オープン寄り(第1～2･4分位) 78 (100%) 80.8 16.7 2.6










第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
75 (100%) 32.0 18.7 30.7 18.7 41.5
職能資格制度 16 (100%) 43.8 25.0 12.5 18.8 35.0
役割等級制度 8 (100%) 37.5 25.0 25.0 12.5 35.0
職務等級制度 22 (100%) 31.8  9.1 40.9 18.2 43.0
職能資格制度と役割等級制度または職
務等級制度の２階建て(組み合わせ) 25 (100%) 24.0 20.0 32.0 24.0 47.6
35歳未満 13 (100%) 30.8 15.4 38.5 15.4 41.2
35～39歳 38 (100%) 26.3 26.3 31.6 15.8 40.3
40歳以上 23 (100%) 43.5  8.7 21.7 26.1 43.5
10年未満 18 (100%) 38.9 27.8 22.2 11.1 36.1
10年以上15年未満 33 (100%) 24.2 18.2 33.3 24.2 44.5
15年以上 23 (100%) 39.1 13.0 30.4 17.4 41.1














回答件数 モジュラー寄り インテグラル寄り 平均表13 製品アーキテクチャと人材マネジメントとの関係(韓国)
第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
132 (100%) 27.3 22.7  27.3 22.7 47.6
職能資格制度 68 (100%) 26.5 25.0  23.5 25.0 47.5
職務等級制度 31 (100%) 22.6 12.9  32.3 32.3 54.2
管理層と非管理層で上記制度を別々
に採用している 33 (100%) 33.3 27.3  30.3  9.1 41.6
35歳未満 36 (100%) 25.0 33.3  25.0 16.7 44.7
35～39歳 61 (100%) 27.9 21.3  26.2 24.6 48.8
40歳以上 32 (100%) 31.3 15.6  25.0 28.1 47.6
10年未満 83 (100%) 27.7 27.7  26.5 18.1 45.0
10年以上15年未満 32 (100%) 31.3  9.4  21.9 37.5 52.9
15年以上 14 (100%) 21.4 28.6  28.6 21.4 48.5
新規学卒者の内部育成を重視 61 (100%) 29.5 23.0  27.9 19.7 45.8
新規学卒者・経験者の中途採用が同










回答件数 モジュラー寄り インテグラル寄り 平均表14 製品アーキテクチャと人材マネジメントとの関係(中国)
第1･4分位 第2･4分位 第3･4分位 第4･4分位
150 (100%) 32.7 24.7 18.7 24.0 43.1
職能資格制度 37 (100%) 40.5 32.4 10.8 16.2 40.0
職務等級制度 70 (100%) 41.4 22.9 20.0 15.7 39.3
管理層と非管理層で上記制度
を別々に採用している 43 (100%) 11.6 20.9 23.3 44.2 52.1
30歳未満 53 (100%) 20.8 30.2 20.8 28.3 45.9
30～34歳 70 (100%) 42.9 18.6 17.1 21.4 41.1
35歳以上 27 (100%) 29.6 29.6 18.5 22.2 43.0
4年以下 59 (100%) 39.0 22.0 15.3 23.7 41.9
5年～6年 63 (100%) 28.6 27.0 20.6 23.8 43.8
7年以上 28 (100%) 28.6 25.0 21.4 25.0 44.3
新規学卒者の内部育成を重視 12 (100%) 16.7 41.7 25.0 16.7 43.8
新規学卒者・経験者の中途採
用が同じ比重 69 (100%) 33.3 21.7 18.8 26.1 44.1










回答件数 モジュラー寄り インテグラル寄り 平均